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第33期業績の補足説明

（１）　セグメント別業績

　　

　　　

　　※第32期は決算期変更により平成24年3月～5月の3ヶ月決算

（２）　事業部門別の第31期比較
　　●学習塾事業は、各事業部門とも微減

　　●英会話事業（当期3校開校）、日本語教育事業（当期2校譲受）の売上
高の増加、保育事業（１園目）の堅調な集客により、その他の教育関連事
業の売上高は、第31期比191％

9,999百万円

▲8百万円

246百万円

9,761百万円

第31期
（平成23年3月-平成24年2月）

売上高

470百万円その他の教育関連事業

9,902百万円合計

▲12百万円全社または相殺

9,445百万円学習塾事業

第33期
（平成24年6月-平成25年5月）

売上高

セグメント
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平成25年春　合格実績①

●京都公立高校トップ３校　塾別合格者数　№１

　堀川探究科群

　嵯峨野京都こすもす

　西京エンタープライジング

●滋賀県立高校トップ９校　塾別合格者数　№１

　膳所

　彦根東

　県立トップ９校計

50名

58名

38名

144名

134名

235名

※その他の学校にも多数合格！　別紙をご覧下さい
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平成25年春　合格実績②

京都大学　現役トップ合格２名！　

正門宗大君

京都大学薬学部薬科学科

水田郁君

京都大学工学部物理工学科

※その他の学校にも多数合格！　別紙をご覧下さい
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第33期　開校・統廃合

※左記２校は事業譲受－２校日本語教育事業部

－－３校英会話事業部

※その他１校を直営化

※第33期末合計95校

１校７校ＦＣ事業部
（個別指導京進スクール・ワン
のフランチャイズ教室）

※その他１校をＦＣ化３校１校個別指導部

－５校１校小中部

備考統廃合数開校数事業部門

●個別指導京進スクール・ワンのフランチャイズ教室は

　平成25年７月16日現在で、合計100校

●（上記）個別指導部の開校は、ＮＹハリソン教室

　（アメリカに初の開校）　→　次のスライドに記載
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第33期　活動実績トピックス

（１）　アメリカへ初の開校　（平成24年６月４日）

　京進スクールワン・ＮＹハリソン教室

　初めて「個別指導」形態での海外教室

　　海外駐在員の子女が、日本人学校だけでなく、

　　地元のインターナショナルスクールに通うなど多様化

　　　→　受験指導のニーズや進度も多様化

ドイツ・デュッセルドルフ校、中国・広州校
で培った海外校としてのノウハウを活かす
とともに、多様なニーズに対応していく
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第33期　活動実績トピックス

（２）　日本語教育事業の展開を加速
　平成24年６月

　　　タイ　ラチャマンガラ工科大学に

　　　「京進ラチャマンガラ日本語センター」を開設

　平成24年８月

　　　株式会社京進ランゲージアカデミー設立

　平成24年９月

　　　MANABI外語学院　譲受（→京進ＬＡ新宿校）

　平成25年４月

　　　東京国際文化教育学院　譲受（→京進ＬＡ秋葉原校）

　平成25年６月

　　　ベトナム　国立人文社会科学大学に

　　　「ホーチミンUSSH京進日本語センター」を開設

【別紙資料】

　　平成25年５月30日付

　　日本経済新聞記事
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第33期　活動実績トピックス

●中国の大学との関係作り

奨学金制度
一般社団法人

「国際教育文化医療

支援交流機構」

◆貴州民族大学

（貴州省貴陽市）

◆中山大学

（広東省広州市）

◆中南大学

（湖南省長沙市）

◆大連大学

（遼寧省大連市）

会長の立木が
政治経済学研究中心顧問 就任

◆北京対外経済貿易大学

（北京市）

◆湖南大学

（湖南省長沙市）

◆清華大学

（北京市）

◆貴州大学

（貴州省貴陽市）

会長の立木が
客員教授 就任

◆延辺大学

（吉林省延辺市）

業務委託契約

今後、現地のその他大学や

日本語学校との関係性を

構築していく

◆長沙明照日本語専修学院

（湖南省長沙市）
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新たな中期経営方針（2013-2015）

●「自立」をテーマに

　　　顧客への提供価値を向上させる

●学習塾事業での新たな展開
　～「自立」を軸とした新たな商品・サービスの改革～

●将来の成長を担う

　　　新規事業への積極的な投資

●引き続き「人材育成と能力開発」に注力
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学習塾事業での新たな展開

（１）　脳科学を活用したリーチング・メソッド

　　東京大学准教授

　　池谷裕二先生　監修　

　　

　●京進の学習システムの柱である

　　　「週実制＆循環発展学習法」

　　　→効果的な復習による長期記憶化

　

　●脳科学を活用し、準備力、計画力、

　　　改善力を毎日の学習と生活の中で

　　　身につける

　　　→生徒手帳で展開　　

海馬がつかさどる復習効
果と扁桃体を活躍させ記
憶力を高める学習習慣を
作る
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学習塾事業での新たな展開

（２）　「遊ぶように学ぶ」をコンセプトに①

　～生徒が自主的に学ぶ環境作り～

　元灘校国語教師　橋本武先生監修　

　「銀の匙」様式

　国語授業
　　（小中部　小３・４）

　　（高校部　中高一貫コース中１）

　
【別紙資料】

平成25年６月７日付

　京都新聞記事

平成25年７月15日付

　京都新聞記事
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学習塾事業での新たな展開

（３）　「遊ぶように学ぶ」をコンセプトに②

　～生徒が自主的に学ぶ環境作り～

　

タブレット端末を使った

　　リアルタイム対戦型

　　　　　　　　　計算テスト　
　愛知県の８校舎で実験導入
　　（小中部　小４～６対象）

　

　

【別紙資料】

平成25年６月21日付

日本経済新聞記事

2013/08/22 13

学習塾事業での新たな展開

（４）　「いいね！キャンペーン」

　　～生徒の自己肯定感を向上させる環境作り～

　

　　個別指導部における

　　生徒を積極的に

　「ほめる」取り組み
　　生徒達は自己肯定感を高め

　　積極的に通塾
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学習塾事業での新たな展開

（５）　「プラス１００時間学習への挑戦！」

　　　「夏期講習５００時間学習に挑戦！」

　　～大きな目標達成による自信と学習量の確保～
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（１）　英会話事業

　開校をペースアップ

　平成25年９月に芦屋校開校予定

（２）　ＦＣ事業

　平成25年７月16日付で　加盟100教室　突破！

新規事業～新たな成長の柱へ～

【別紙資料】

平成25年７月30日付

日本経済新聞記事
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新規事業～新たな成長の柱へ～

（３）　保育事業
　　第１号園「ＨＯＰＰＡからすま京都ホテル」は順調に集客

　東京都世田谷区経堂に

　平成25年12月第２号園を開園予定

　　３年後には累計10園へ

（４）　幼児教育事業

　平成26年４月開校洛南高校附属小学校受験へ対応

（５）　研修事業（子会社アルファビート）

　公立小学校（東京都葛飾区松上小学校）でキャリア教育実施

【別紙資料】

平成25年６月２５日付日本経済新聞記事

平成25年７月９日付日本経済新聞記事
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新規事業～新たな成長の柱へ～

（６）　日本語教育事業

　国内の日本語学校３校は順調な生徒数推移

　今後も展開を加速

　来春、京都に

　日本語学校開講予定
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拡大・成長の根幹は「人」

学習塾事業の新たな展開、

新規事業の成長を可能にするのは人の成長

引き続き「人材育成と能力開発」に注力

そして、長期ビジョンのひとつ

　「100の子会社、100人の社長」

　　　　　　　　　　　　　　　へつなげる

第33期：「次世代リーダー育成研修」開始

第34期：「ミドルマネージャー研修」開始

今後も様々な成長・育成の環境作りを行う
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ＣＳＲ報告

ミャンマーで日本語スピーチコンテスト実施
　1999年から毎年、国立マンダレーデフスクールへ寄付活動を実施

　15年目の今年　「日本語スピーチコンテスト」開催

　

　

【別紙資料】

平成25年４月19日付フジサンケイビジネスアイ 記事

ミャンマー政府
から感謝状を
頂きました
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最後に　～教えるとは　ともに希望を語ること～

これからの中期３ヵ年は、

「教育理念」を具現化することに　こだわりたいと考えております。

　

今後とも、より一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう

よろしくお願い申し上げます。
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平成２５年６月２１日付 

日本経済新聞 
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平成２５年７月３０日付 

日本経済新聞 
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平成２５年６月２５日付 

日本経済新聞 

平成２５年７月９日付 

日本経済新聞 
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平成２５年４月１９日付 

フジサンケイビジネス アイ 
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http://www.kyoshin.co.jp/ 

本社  〒600-8177 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町 382-1 

TEL:075(365)1500(代表) 
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